
予算要求資料
平成３１年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費　　　
	事業名　土曜日の教育活動推進事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　環境生活部　環境生活政策課　生涯学習係　電話番号：058-272-1111（内3573）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　12,646千円（前年度予算額：10,771千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	10,771
	5,385
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,386

	要求額
	12,646
	6,323
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,323

	決定額
	12,646
	6,323
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,323


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
各地域で土曜日の教育活動として様々な活動が行われ、多様な経験を積んでいる児童生徒がいる一方で、地域の状況によって必ずしも有意義に過ごすことができていない児童生徒も存在している。

地域の多様な経験や技術を持つ人材を活動した土曜日ならではの生きた学習の充実が求められており、取組を実施する地域は今後益々増加すると考えられる。

（２）事業内容

　　　学校や公民館等を活動場所として、平日は参加できないが、土曜日なら参加できるという現役の社会人を含めた地域人材を活用して、土曜日ならではの生きた学習プログラムを実施する市町村に対する補助を行う。
　　　また、効果的な事業の推進を図るため、有識者から意見を伺う推進委員会を開催するほか、事業の従事者等を対象とした従事者研修会等を実施し、事業の充実を図る。
（３）県負担・補助率の考え方

国１／３　県１／３　市町村１／３
（４）類似事業の有無
　　　有　【類似事業】　放課後子ども教室推進事業

　　　　当該類似事業は、放課後における子どもの居場所づくりを主な目的としているのに対し、本事業は、土曜日を中心に地域人材を活用し、子どもたちに多様な体験活動を行うことを目的とした事業である。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	12,646
	土曜日の教育活動推進事業費補助金

17市町村で61箇所を予定

補助対象事業費18,969千円（国・県・市町村　各１／３）

うち国・県負担分を予算計上

	合計
	12,646
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
○長期構想　　　Ⅴ－３　将来の夢や目標の持てる子どもを育てる

　　　　　　　　　・地域の教育力を学校、家庭教育の支援に生かす

○教育ビジョン　４－２　地域の教育力の向上

　　　　　　　　　・放課後子どもプランの推進と活動内容の充実
（２）国・他県の状況

　　　学校、家庭、地域の連携協力による様々な取組を推進し、社会全体の教育力の向上及び地域の活性化を図る。特に、学校における授業や地域における多様な体験活動を充実させることにより、すべての子どもたちの土曜日の教育活動を充実させることとしている。
（３）後年度の財政負担
　　　次年度以降、市町村の実施に合わせて必要な経費を負担。
（４）事業主体及びその妥当性
　　　国の補助事業であり、事業主体である市町村への補助は妥当。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平日は参加できないが、土曜日なら参加できるという現役の社会人を含めた地域の人材を活用し、土曜日ならではの生きた学習プログラムの充実を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	実施箇所数
	
	37箇所
（H27）
	35箇所
（H28）
	37箇所

（H29）
	75箇所

（H32）
	49.3％


	実施市町村数
	
	12市町村
（H27）
	12市町村
（H28）
	12市町村
（H29）
	30市町村

（H32）
	40.0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）土曜日の教育支援体制構築事業を実施する市町村へ補助

　　　事業を実施する14市町村へ補助金を交付した。（14市町村39箇所で実施）

（２）土曜日の教育支援体制構築事業推進委員会の開催

　　　（地域学校協働活動推進委員会と兼ねて開催）

　　・平成30年7月25日（水）、平成31年1月末頃に開催予定

（３）市町村担当者研修会の開催

　　　（地域学校協働活動推進事業市町村担当者研修会と兼ねて開催）
　　・平成30年10月10日（水）中濃総合庁舎にて開催
（４）従事者研修会の開催

　　　（地域学校協働活動推進事業従事者研修会と兼ねて開催）
　　・平成30年10月12日（金）、16日（火）、26日（金）開催


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　土曜日等に子どもたちの安全・安心な場所の確保と、様々な活動を提供することができた。また、地域住民の活用の場を創出することで、地域の活性化が図られている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○
	子どもたちに土曜日の豊かな教育環境を提供することにより、格差の是正や学力の向上、社会で生き抜く力を養うことができる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　平成２６年度の新規事業であり、実施する市町村はまだまだ少ないが、事業の成果を検証し啓発することにより、実施市町村も増加すると考えられる。２６年度９市町村⇒３０年度１４市町村

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○
	推進委員会や各研修会を地域学校協働活動推進事業として、他事業と合同で実施することにより効率を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　事業の効果が見えてくるに従い、実施を希望する市町村、地域の増加が想定され、予算増額を検討する必要がある


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

現在は自然や文化体験を中心に実施されているが、企業エンジニアによるICTを活用した算数・数学の講座、在外経験者による英会話など、本来の目的である学習を中心とした生きた学習プログラムが実施されるように働きかけを行う。


